



























































































































































































































































































































































































































































































































印　紙　税 9，454（6．1） 7，577（4．0） 8，300（1．4）26，591（2．6｝21．570（3．0）
地　租 750（0．5） 630（0．3） 665（0．1）650（0．1｝ 600（0．1）





地　価　税 481（0．3） 412（0，2） 685（0．1） 20（0．0） 260（0，0）
租税収入計 155，040（100．0） 189，305（100．0）6 3，040（100．0）1， 31，725（100．0）718，060（100，0）
郵　便 19．650（65．4） 20，400（54．6） 25，200（26．8）36，100（9．1）32，840（27．5）
電　信 3，105（10．3＞ 3，000（8．0） 3，500（3．7）5，200（1．3） 5，570（4．7）
電　話 2，945（9．8） 6，250（16．7） 6，600（7．0） 8，200（2．1）14，390（12．1）
王　領　地 530（1．8） 545（1．5）690（0．7》 660（0，2｝ 920（0．8）
諸借款収入 1．281（4．3） 1．277（3．4） 6．056（6．4｝30，771（7．8）12，607（10．6）
専売特許等 1，031（3．4） 961（2．6） 934（1．0）1，802（0．5） 1，695（1．4）
民生局収入等 1，508（5．0） 4，956（13．2） 51，214（54，4）311，527（79．0）51，087（42，9）
租税外収入計 30，050（100．0）37，389（100．0） 94，194（100，0）394．260（100．0）119，109（1000）
歳　入　計 185，090 226，694 707，234 1，425，985 837，169
SlatiStical／Abst，’actノ’or　tlte　United　Kingdom，　No．69，1926，pp．2－3より作成。
第6表　所得税税率と税収額の推移、1911・25年（金額の単位　千ポンド）
年　度 一般税率 稼働所得税率 超過税率 税収額
1911・2 1s．2d． 9d．～1s．2d． 6d． 44，804
1912－3 1s．2d． 9d．～ls．2d． 6d． 44，806
1913・4 1s．2d． 9d．～ls．2d． 6d． 47，249
1914・5a〕1s．3d． 9d．～1s．3d．5d．～1s．4d69，399
1915・6b）2s．6d。1s．6d．～2s．6d．10d．～2s．8d．128，320
1916・7 5s． 2s．3d．～5s． 10d．～3s．6d．205，033
1917－8 5s． 2s．3d．～5s． 10d．～3s．6d．239，509
1918・9 6s． 2s．3d．～6s． 1s．～4s．6d，291，186





















































所得 全　額 稼　働 所　得 半　額 稼　働 所　得
（ポンド） 直接税 間接税 計 直接税 間接税 計
1903－4
50 一 8．7 8．7 0．8 8．7 9．5
100 一 5．6 5．6 1．2 5．6 6．8
150 0．2 4．3 4．5 1．4 4．3 5．7
200 1．1 3．7 4．8 2．3 3．7 6．0
500 3．5 1．8 5．3 4．7 1．8 6．5
1，000 4．9 1．2 6．1 6．6 1．2 7．8
2，000 4．8 0．9 5．7 6．5 0．9 7．4
5，000 4．8 0．7 5．5 6．8 0．7 7．5
10，0004．7 0．3 5．0 7．3 0．3 7．6
20，0004．7 0．2 4．9 7．5 0．2 7．7
50，0004．7 0．1 4．8 7．9 0．1 8．0
1913－4
50 一 8．0 8．0 0．8 8．0 8．8
100 一 5．4 5．4 1．2 5．4 6．6
150 0．2 4．2 4．4 1．4． 4．2 5．6
200 0．4 3．6 4．0 1．7 3．6 5．3
500 2．6 1．8 4．4 5．3 1．8 7．1
1，000 4．0 1．2 5．2 7．1 1．2 8．3
2，000 4．0 0．9 4．9 7．5 0．9 8．4
5，000 6．0 0．7 6．7 8．9 0．7 9．6
10，0007．7 0．3 8．0 11．5 0．3 11．8
20，0008．1 0．2 8．3 12．8 0．2 13．0
50，0008．3 0．1 8．4 13．5 0．1 13．6
1918－9
100 一 9．9 9．9 1．2 9．9 11．1
150 0．2 8．8 9．0 1．4 8．8 10．2
200 0．2 7．7 7．9 1．4 7．7 9．1
500 7．0 3．2 10．2 10．3 3．2 13．5
1，00014．9 2．0 16．9 18．6 2．0 20．6
2，00022．7 1．3 24．0 26．8 1．3 28．1
5，00035．9 0．7 36．6 38．5 0．7 39．2
10，00042．0 0．5 42．5 45．8 0．5 46．3
20，00047．3 0．3 47．6 52．00．3 52．3
50，00050．5 0．1 50．6 58．1 0．1 58．2
　16歳以下の子女3人をもつ世帯を想定。ROPort　Of　the　Commit－
tee　oil　National　Debt　and　Tuation，1927，　pp．94－95より作成。
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をみいだしたのであった。
　しかも貧富の差が確実に拡大しつつあった20世紀初頭の社会状況において，直接税部分を累進化
し，間接税部分を軽減することは，老齢年鈴1度等の財政支出政策とあわせ，所得再分配の機能を
もつものであった。負担の増加を国民に強いるのであれば，その負担が公平であるべきことがその
前提となるのであり，転位効果はこうした公平な税制実現へ向けての政策とあわせて現実のものと
ならざるをえない。直接税中心主義への転換とその累進化は，こうした公平な税制を実現させるた
めの主要な方策であった。第7表は20世紀初頭から第1次大戦後へかけての所得階層別租税負担率
の変化を示したものであるが，第1次大戦までは自由党の中産階級保護政策により，中産階級下層
が租税負担率でかなり優遇されたが，転位効果が明瞭となる第1次大戦以降は，ほぼ応能負担の原
則が貫かれているのである。イギリスにおける経費膨張，「小さな政府」から「大きな政府」への転
換は，戦争という混乱期を経て，税収構造の変化と公平な税制実現の動きとあわせて，現実のもの
となっていったのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注
1）A．T．　Peacock　and　J。　Wiseman，　The　Growth　Of　Public　Etpenditure　in　the　United　Kingdom，1967，　p．　xxxiii．
2）　1：bid．，　ttp．24－30．
3）拙稿「1907年所得税改革とイギリス産業的中産階級の利害」「明治大学大学院経済学研究論集」第3号，1995年，174
　　頁，ならびに192頁，注1）を参照。
4）拙稿「1907年所得税改革」ならびに拙稿「「人民予算1（1909－10年度）における自由党の対中産階級租税政策」「明
　　治大学大学院経済学研究論集1第4号，1996年を参照。
5）S．IVowell－Smith（ed．），Edwardian　England　1901－1914，1964，　pp．105ff．；J．　Bishop，　The　IllzLstrated　London
　　Netvs，　Social　HiSto門y　of　Edwardianβ再たzfη，1977，　p．9．
6）桑原莞爾「イギリス綿業と関税改革論争」（浜田正行編「20世紀的世界の形成」南窓社，1994年所収）14・15頁。
7）チェンバレン・キャンペーンに関しては，拙稿「1907年所得税改革J193頁，注4）を参照。
8）総選挙の結果は自由党400議席，統一党157議席，労働党30議席，アイルランド国民党83議席であった（D．Butler
　　and　J．　Freeman，　Briti’Sh　Political　FactS　1900－1960，1963，　p．122）。
9）桑原莞爾，前掲稿，32－34頁。
10）S．B．　Saul，　Studies　in　Bn’tiSh　OversEms　Trade，　1960，　p．58（S．　B．ソウル著，堀晋一・西村閑也訳「世界貿易の構
　　造とイギリス経済」法政大学出版局，1974年，67頁）。
11）河上肇「貧乏物語1岩波文庫，1947年，11頁。
12）同上書，34－35頁。
13）E．J．　Hobsbawm，　Indust2　y　and　Empire，1968，　pp．　132－133（E．　J．ボブズポーム著，浜林正夫・神武庸四郎・和
　　田一夫訳「産業と帝国」未来社，1984年，193頁）。
14）乃f4．，　p．139（前掲書邦訳，202・203頁）。
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15）安保則夫「イギリス新自由主義と社会改革一世紀転換期の社会改革論争にみる「自由主義の変容」の意味一」
　　　「経済学論究」（関西学院大学）第36巻，第3号，1982年，98－99頁。
16）D．Powell，　The　Edwardizn　C鵡B万妨η，．1901－1914，1996。
17）吉岡昭彦「近代イギリス経済史1岩波書店，1981年，239－245頁。
18）坂井秀夫「近代イギリス政治外交史II」創文社，1974年，162－163頁。
19）20世紀初頭の自由党政権による一連の社会政策に関しては，J．　R．　Hay，　The　Oガ短η50f　the　Liberal　Welfare
　　Refoηns　1906－1914．1975を参照。
20）イギリス所得税のスケデュール制に関しては，佐藤進「近代税制の成立過程」東京大学出版会，1965年，329－332
　　頁，小松芳明「各国の租税制度1財経詳報社，1967年，第5章「イギリスの租税制度」を参照。
21）イギリスの資本輸出額の推定値に関しては多くの研究が存在するが，それらのほぼ一致した見解として，イギリ
　　スの資本輸出額は1875年の10～12億ポンド前後から，第1次大戦勃発時には約40億ポンド程度へと増加していた
　　ようである（A．H．　Imlah，　Economic　ElementS　in　the　Pax　Bn’tannica，　1958，　pp　70－75；南部宣行「1914年以前に
　　おけるブリテン対外投資の推定値・推定方法についての諸問題」（鈴木健夫・南部宣行編「大英帝国の光と影1早
　　稲田大学現代政治経済研究所，1992年所収）125－127頁）。
22）リグリィ（EA．　Wrigley）は近代史における重要な諸問題のうち，最も知的刺激に満ちているはずの産業革命研
　　究が，現代の歴史家にとって後ろめたく思いながらもちらりと横目で眺める程度の問題となってしまっている現
　　状を憂慮し，新しい視角からの問題提起をおこなっている（E．A．　Wrigley，　Coutinuily，　Chance　and　Change：The
　　c’haracter　Of　the　indtcstrial　revolution　in　England，　1988，　E　A．リグリィ著，近藤正臣訳「エネルギーと産業革命」
　　同文舘，1991年）。また，経済成長理論やマクロ経済的計量分析を経済史，とりわけ分析の基礎となる数値が乏し
　　くまた信用性も低い産業革命期のような時代に適用しようとする場合には，その数値の取扱いに十分な配慮が必
　　要であることはいうまでもない。イギリス産業革命がイギリス社会と世界経済に与えたインパクトの大きさは，
　　全体の平均値や総和といったような数値のみで表示されるものではないであろう。もちろん，数値での表示の重
　　要性を否定するものではないが，工場制度がイギリスの労働者に与えた規律や生活習慣の変化等，数値では表示
　　できない生産関係や階級関係にかかわる多くのことを産業革命は内包しているということを，歴史研究者は再度
　　認識すべきであろうと思われる。詳しくは，M．　Berg　and　P．　Hudson，　RChabilitating　the　industrial　revolution，
　　Etonomic　HiStory　Review，2nd　series，　Vo1．　XLV，　No．1，1992：道重一朗「イギリス産業革命像の再検討一一経済発
　　農の連続性と断絶性をめぐって一」「土地制度史学」第141号，1993年を参照。
23）税率や課税標準の変更のほかに，この間免税点が1860年の年収100ポンドから1905年には160ポンドへと変更され
　　ており，正確には1905年の税収に年収100～160ポンド層の仮の税収を加えるなどの修正もおこなわなければなら
　　ないが，資料的制約からそのような金額の算定や修正はできなかった。しかし，その部分の仮の税収を加算した
　　としても，全体の表示にはさしたる影響を及ぼさないと考えてよいであろう。
24）近代政党と土地問題に関してはtt米川伸一「「土地問題」The　Land　Questionとイギリス議会　1868～1911」（同
　　「現代イギリス経済形成史」未来社，1992年所収）を参照。
25）　拙稿「「人民予算」（1909－10年度）」，216－218頁。
一234一
26）こうした申告制度からスケデュールDでは脱税行為が横行していたといわ起20世紀初頭の一連の所得税改革の
　　際，あわせて脱税の防止策が強化されて公平な税制実現への努力が示された。こうした努力は，所得税を基幹税
　　としてその税収増により歳入の安定をはかろうとする自由党の税制構想に対して，「国民的合意」を形成するため
　　の基盤を強化することとなった。詳しくは拙稿「1907年所得税改革」，177・179頁，193頁，注19）を参照。
27）Parliarnentary　Papers，1906，　Vol．　IX，　Reports　from（）ommittees，肋π伽’勉濾伽癩8εo”伽膨
　　Tax，　Minutes　of　Evidence，　qq．33－54，　pp．3・6（711・714）．
28）E．R．　Pike，　Human　DocumentS　Of　the　LIQJ，d（弛earge　Era，1972，　p．26．
29）Do．，　Human　DocttmentS　Of　the　Industnizl　Revolution　in　B露食露π．1966，　pp．52－53，196．
30）チャンドラー（A．D．　Chandler）はアメリカにおける経営者資本主義（managerial　capitalism）とイギリスにお
　　ける個人資本主義（personal　capitalism）とを対比し，両国における企業経営組織発展の差異を明確に示した。
　　アメリカにおけるスタンダード・オイル，デュポン，GM，　USスチール等のビッグ・ビジネスの成長と対比し
　　た場合，イギリスにおける大規模企業の発達はあまり進展しなかったといわれているが，所得税収入の分析から
　　みた場合，イギリスにおいても鉄道企業を中心としてある程度の大規模企業の成長が確認されるのである。しか
　　しそうした企業がアメリカ的経営組織を持つに至ったかどうかは，個別企業の実態を詳しく調査しなければ明確
　　にならないであろう。イギリスにおいては，その古典的産業革命の性格から中小規模の個別企業がその後も広範
　　に，そして執拗に残存し，それらの中から同族的経営形態のまま大規模企業へと成長していった例も多い。近年，
　　経済構造の国民類型的把握から，同族経営の発展を再評価する研究が数多く公表されている。詳しくはA．D。
　　Chandler，　Scale　and　ScOpe：The　Lb，namics　Of　lndustTial　CaPitalism．1990（A．　D．チャンドラー著，安倍悦生他訳
　　「スケール　アンド　スコープ」有斐閣，1993年）：G．Jones　and　M．　B．　Rose（ed．），Family　GaPitatism，1993；M．
　　W．Kirby　and　M．　B．　Rose（ed．），Bzcsiness　EnteipriSe　in　Modern　Bn’tain，1994；J．　F．　Wilson，　Briti’Sh　Busi’ness
　　HiStory，1720・1994，1995等を参照。
31）E．R．　A．　Seligman，　The　Income　Tax，　A　Study　Of　The」臨如り～and　Practice　Of　lncome　Tavation　at　Home　and
　　Abroad」1911，　pp．172－179．
32）ハーコー一トによる相続税改革に関しては，土生芳人「イギリス資本主義の発展と租税1東京大学出版会，1971年，
　　第5章「相続税の改革J，佐藤芳彦「近代イギリス財政政策史研究1勤草書房，1994年，第H部，第5章「国家財
　　政政策一「大不況1期における相続税改革」を参照。
33）米川伸一「資産階級の形成」（同，前掲書所収），36－37頁。
34）Parliamentary　l）ebates，5th　series，　House　of　Commons，　VoL　IV，1909，　col．474．
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